
○知多市母子家庭等医療費の支給に関する条例 

昭和５３年９月３０日 

条例第３２号 

改正 昭和５７年６月３０日条例第２７号 

昭和５７年１２月２４日条例第４０号 

昭和６１年３月２５日条例第１５号 

平成３年６月２６日条例第２２号 

平成１１年３月２９日条例第６号 

平成１２年６月３０日条例第４９号 

平成１３年３月２９日条例第１２号 

平成１４年９月２０日条例第３１号 

平成１５年３月２６日条例第１１号 

平成１７年３月２８日条例第１０号 

平成１８年６月２８日条例第２３号 

平成１９年３月２６日条例第６号 

平成１９年１２月２０日条例第３０号 

平成２０年９月２９日条例第３８号 

平成２６年９月２９日条例第３１号 

平成２８年３月２５日条例第１４号 

（目的） 

第１条 この条例は、母子家庭の母及び父子家庭の父並びにこれら家庭の児童の健

康の保持増進を図るため、医療費の一部を支給し、もつて福祉の向上に寄与する

ことを目的とする。 

（受給資格者） 

第２条 この条例により母子家庭等医療費の支給を受けることができる者（以下「受

給資格者」という。）は、知多市の区域内に住所を有する者であつて、国民健康

保険法（昭和３３年法律第１９２号）による被保険者又は規則で定める法令（以

下「社会保険各法」という。）による被保険者、組合員、加入者若しくは被扶養

者のうち次の各号のいずれかに該当するものとする。 



(1) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号。以下「法」と

いう。）第６条第１項に規定する配偶者のない女子で１８歳以下の者（１８歳

の者にあつては、１８歳に達した日の属する年度の末日までを１８歳以下の者

とし、同日以後引き続いて小学校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校

の小学部を含む。）又は中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前

期課程及び特別支援学校の中学部を含む。）に在学する者を含む。以下「児童」

という。）を現に扶養している者（以下「母子家庭の母」という。） 

(2) 法第６条第２項に規定する配偶者のない男子で児童を現に扶養しているも

の（以下「父子家庭の父」という。） 

(3) 前２号に掲げる者に現に扶養されている児童 

(4) 父母のない児童 

（居住地特例） 

第２条の２ 国民健康保険法第１１６条の２第１項各号に規定する病院、診療所、

施設又は住居（以下この条において「病院等」という。）に、入院、入所又は入

居（以下この条において「入院等」という。）したことにより、本市の区域外に

住所を変更したと認められる前条各号に該当する者については、同条の規定にか

かわらず受給資格者とする。 

２ 病院等に入院等したことにより、本市の区域内に住所を変更したと認められる

前条各号に該当する者については、同条の規定にかかわらず受給資格者としない。 

（適用除外） 

第２条の３ 前２条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、受

給資格者としない。 

(1) 母子家庭の母及び父子家庭の父（以下「母子家庭の母等」という。）の前年

（１月から７月までの間にあつては前々年）の所得が所得税法（昭和４０年法

律第３３号）に規定する控除対象配偶者及び扶養親族（以下「扶養親族等」と

いう。）並びに母子家庭の母等が前年（１月から７月までの間にあつては前々

年）の１２月３１日において生計を維持していた扶養親族等でない１８歳未満

の者（母子家庭の母等が同日において生計を維持していた２０歳未満の者で児

童扶養手当法施行令（昭和３６年政令第４０５号。以下「政令」という。）別



表第１に定める程度の障害の状態にある者を含む。）の有無及び数に応じて政

令第２条の４第２項に定める額以上である者並びにその者に現に扶養されてい

る児童 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に規定する医

療を受けることができる者又は高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成

１９年政令第３１８号）別表に定める程度の障害の状態にある６５歳以上の者

（その者が高齢者の医療の確保に関する法律第５０条第２号に該当する者とし

て認定を受けるための申請を行う場合は、当該認定を受けるまでの間は除く。） 

(3) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する保護を受けている者 

(4) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）に規定する

支援給付を受けている者 

(5) 知多市子ども医療費支給条例（昭和４８年知多市条例第１号）に規定する未

就学児又は知多市障害者医療費支給条例（昭和４８年知多市条例第２５号）の

規定により医療費の支給を受けることができる者 

(6) 法令の規定によりこの条例と同等な医療に関する給付を受けることができ

る者 

２ 前項第１号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、児童扶養手当法（昭

和３６年法律第２３８号）による児童扶養手当に係る所得の範囲及びその額の計

算方法の例による。 

（受給者証） 

第３条 この条例による母子家庭等医療費の支給を受けようとする受給資格者は、

あらかじめ、市長に申請し、規則の定めるところにより、この条例による母子家

庭等医療費の支給を受ける資格を証する母子家庭等医療費受給者証（以下「受給

者証」という。）の交付を受けなければならない。 

２ 受給者証の交付を受けた受給資格者（以下「受給者」という。）は、次条第１

項の規定により母子家庭等医療費の支給を受けようとする場合は、病院、診療所

若しくは薬局又はその他の者（以下「医療機関等」という。）に対して診療、薬

剤の支給又は手当を受ける際、当該医療機関等に受給者証を提示しなければなら



ない。 

（支給の範囲） 

第４条 市長は、受給者の疾病又は負傷について国民健康保険法又は社会保険各法

の規定による医療に関する給付が行われた場合において、当該医療に関する給付

の額と当該疾病又は負傷について法令の規定により国若しくは地方公共団体の負

担による医療に関する給付又は附加給付に関する規定による給付が行われた場合

における給付の額との合計額が当該医療に要する費用の額に満たないときは、規

則の定める手続に従い、その者に対し、その満たない額に相当する額（以下「医

療保険自己負担額」という。）を母子家庭等医療費（以下「医療費」という。）

として支給する。 

２ 前項の医療に要する費用の額は、健康保険法（大正１１年法律第７０号）の療

養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額（当該法令の規定によりこ

れと異なる算定方法によることとされている場合においては、その算定方法によ

つて算定された額）とする。ただし、現に要した費用の額を超えることができな

い。 

３ 市長は、受給者が医療機関等で医療を受けた場合には、受給者が当該医療機関

等に支払うべき費用を、その者に代わり当該医療機関等に支払うことができる。 

４ 前項の規定による支払があつたときは、受給者に対し医療費の支払があつたも

のとみなす。 

（届出の義務） 

第５条 受給者は、規則で定める事項について変更があつたとき又は医療費の支給

事由が第三者の行為によつて生じたものであるときは、その旨を速やかに、市長

に届け出なければならない。 

２ 受給者証の交付を受けた者が受給資格者でなくなつたときは、その旨を速やか

に、市長に届け出るとともに受給者証を返還しなければならない。 

（損害賠償との調整） 

第６条 市長は、受給者が医療費の支給に係る疾病又は負傷に関し損害賠償を受け

たときは、その額の限度において、医療費の全部若しくは一部を支給せず、又は

既に支給した医療費の額に相当する金額を返還させることができる。 



（不正利得の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正の手段により医療費の支給を受けた者があるとき

は、その者から、その支給を受けた額に相当する金額の全部又は一部を返還させ

ることができる。 

（受給権の保護） 

第８条 この条例による医療費の支給を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供する

ことができない。 

（報告） 

第９条 市長は、医療費の支給に関し必要があると認めるときは、受給者証の交付

を受け、若しくは受けようとする者又は医療費の支給を受け、若しくは受けよう

とする者に対し、必要な事項の報告を求めることができる。 

（雑則） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、昭和５３年１１月１日から施行する。 

附 則（昭和５７年条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和５７年４月１日から適用する。 

附 則（昭和５７年条例第４０号） 

この条例は、昭和５８年２月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年条例第１５号） 

この条例は、昭和６１年８月１日から施行する。 

附 則（平成３年条例第２２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３年８月１日から施行する。 

（知多市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例） 

２ 知多市老人医療費の助成に関する条例（昭和４７年知多市条例第２号）の一部

を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（知多市戦傷病者医療費支給条例の一部を改正する条例） 



３ 知多市戦傷病者医療費支給条例（昭和５７年知多市条例第３２号）の一部を次

のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成１１年条例第６号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第４９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１２年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正前の知多市母子家庭等医療費の支給に関する条例第３条の

規定によりなされた申請、手続その他の行為は、改正後の知多市母子家庭等医療

費の支給に関する条例第３条の規定によりなされた申請、手続その他の行為とみ

なす。 

３ この条例の施行の日前に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医療費の支

給については、なお従前の例による。 

附 則（平成１３年条例第１２号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の知多市乳児医療費支給条例等の規定

は、平成１３年１月１日から適用する。 

附 則（平成１４年条例第３１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医療費の支

給については、なお従前の例による。 

附 則（平成１５年条例第１１号） 

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第１０号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 



附 則（平成１８年条例第２３号） 

この条例は、平成１８年８月１日から施行する。 

附 則（平成１９年条例第６号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年条例第３０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前に第３条の規定により交付された受給者証は、この条例の施

行後も、なおその効力を有する。 

附 則（平成２０年条例第３８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年条例第３１号） 

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２８年条例第１４号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 



○知多市母子家庭等医療費の支給に関する条例施行規則 

平成１４年９月２０日 

規則第５９号 

改正 平成１８年６月２８日規則第３２号 

平成１９年１２月２０日規則第３１号 

平成２７年１２月２１日規則第４９号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、知多市母子家庭等医療費の支給に関する条例（昭和５３年知

多市条例第３２号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（社会保険各法） 

第２条 条例第２条に規定する法令は、次のとおりとする。 

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

(2) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

(3) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

(4) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

(5) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

（受給者証の交付申請） 

第３条 条例第３条第１項に規定する母子家庭等医療費受給者証（第１号様式。以

下「受給者証」という。）の交付を受けようとする者は、母子家庭等医療費受給

者証交付申請書（第２号様式）に受給の資格があることを証する書類を提示し、

又は添えて市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合において、その者が母子家庭等医療

費受給資格者（以下「受給資格者」という。）であることを確認したときは、受

給者証を交付するものとする。 

３ 受給者証の有効期間は、前項に規定する確認があった日の属する月の初日（そ

の者がその日において受給資格者でない場合は、受給資格者となった日）から更

新年の７月３１日（その者がその日までに受給資格者でなくなる場合は、受給資

格者でなくなる日）までとする。 



（受給者証の更新） 

第４条 市長は、受給者証を毎年８月１日に更新する。 

２ 受給者証の交付を受けた受給資格者（以下「受給者」という。）は、受給者証

の有効期間が満了したときは、当該受給者証を、速やかに、市長に返還しなけれ

ばならない。 

（受給者証の再交付申請） 

第５条 受給者は、受給者証を破り、汚し、又は失ったときは、母子家庭等医療費

受給者証再交付申請書（第３号様式）を市長に提出し、受給者証の再交付を受け

ることができる。 

２ 受給者証を破り、又は汚した場合の前項に規定する申請には、その受給者証を

添えるものとする。 

３ 受給者は、受給者証の再交付を受けた後、失った受給者証を発見したときは、

速やかに、これを市長に返還しなければならない。 

（医療費支給申請） 

第６条 条例第４条第１項に規定する医療費の支給を受けようとする者は、母子家

庭等医療費支給申請書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、当該医療費について条例第４条第１項に規定する医療に関

する給付が行われたことを証する書類、医療に要した費用に関する証拠書類その

他市長が必要と認めた書類を添えなければならない。 

（医療費の請求） 

第７条 条例第４条第４項の規定により市長から支払を受ける医療機関等は、母子

家庭等医療費請求書を市長に提出するものとする。 

２ 前項に規定する請求があったときは、前条に規定する申請があったものとみな

す。 

（届出事項） 

第８条 条例第５条第１項に規定する届出事項は、次のとおりとする。 

(1) 氏名 

(2) 住所 

(3) 条例第４条第１項において医療に関する給付を行う保険者、共済組合若しく



は日本私立学校振興・共済事業団（以下「保険者等」という。）又は当該保険

者等の名称若しくは給付の内容 

(4) 国民健康保険法による被保険者である受給者にあっては、その者の属する世

帯の同法に規定する世帯主若しくは組合員又は当該世帯主若しくは組合員の氏

名、住所若しくは被保険者証の記号番号 

(5) 社会保険各法による被保険者、組合員又は加入者である受給者にあっては、

被保険者証、組合員証又は加入者証の記号番号 

(6) 社会保険各法による被扶養者である受給者にあっては、受給者が被扶養者と

なっている被保険者、組合員若しくは加入者又は当該被保険者、組合員若しく

は加入者の氏名、住所若しくは被保険者証、組合員証若しくは加入者証の記号

番号 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 受給者は、前項各号に掲げる事項に変更があったときは、当該変更のあった日

から起算して１４日以内に母子家庭等医療費受給資格等変更届（第５号様式）に

当該変更のあったことを証する書類を添えて市長に届け出なければならない。 

（資格喪失の届出） 

第９条 受給者は、条例第２条第１項の規定に該当しなくなったときは、速やかに、

母子家庭等医療費受給資格喪失届（第６号様式）に受給者証を添えて、市長に届

け出なければならない。 

（第三者行為の届出） 

第１０条 医療費の支給事由が第三者の行為によって生じたものであるときは、医

療費の支給を受け、又は受けようとする者は、母子家庭等医療費第三者行為によ

る被害届（第７号様式）により、速やかに、市長に届け出なければならない。 

（添付書類の省略） 

第１１条 市長は、この規則により申請書又は届書に添えて提出する書類により証

明すべき事実を公簿、情報提供ネットワークシステム（行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第

２条第１４項に規定する情報提供ネットワークシステムをいう。）等によって確

認することができるときは、当該書類を省略させることができる。 



（医療費に関する処分の通知） 

第１２条 市長は、医療費の支給に関する処分をしたときは、文書をもってその内

容を申請者に通知しなければならない。この場合において、医療費の全部又は一

部につき不支給の処分をしたときは、その理由を付記しなければならない。 

（雑則） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年規則第３２号） 

この規則は、平成１８年８月１日から施行する。 

附 則（平成１９年規則第３１号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年規則第４９号） 

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 


